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横浜経済の動向(平成 30 年 3 月) 

 
第 104 回横浜市景況・経営動向調査報告（特別調査） 

横浜市経済局  

 
 
 
【調査の概要】 

１．目的・内容：横浜市の経済・産業政策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に把握する

ために、市内企業・市内に事業所をおく企業を対象にアンケート調査及びヒアリング調査を一

連の「景況・経営動向調査」として、四半期毎に年４回(６月、９月、１２月、３月)実施して

います。 
 
２．調査対象：市内企業・市内に事業所をおく企業 1,000 社 

       回収数 527 社（回収率：52.7％）（特別調査有効回答数：527 社） 

    

市外本社企業

大企業 中堅企業 中小企業

１０ １４ １８９ ９ ２２２

(２２) (２５) (３２９) (１９) (３９５)

２５ ８８ １７６ １６ ３０５

(５２) (１６５) (３４７) (４１) (６０５)

３５ １０２ ３６５ ２５ ５２７

(７４) (１９０) (６７６) (６０) (１,０００)
合  計

市内本社企業
合  計

製造業

非製造業

 
 

※（ ）内は調査対象企業数 

※規模別の定義は以下の通りです。 

      大企業・・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が 10 億円以上の企業 

      中堅企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が以下の基準に該当する企業 

製造業や卸売業、小売業、サービス業以外の非製造業：3～10 億円未満 

                卸売業：1～10 億円未満 

                小売業、サービス業：5千万～10 億円未満 

      中小企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が上記の基準未満の企業 

      市外本社企業・・・横浜市以外に本社を置く市内事業所 
 
３．調査時期：平成 30 年 3 月実施 
 
４．その他：図表中の構成比は小数点第２位を四捨五入し表記しており、表示上の構成比を合計しても 100％に

ならない場合があります。 
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【【 事事 業業 承承 継継 のの 状状 況況 にに つつ いい てて 】】   

・・ 事事 業業 継継 続続（（ 承承 継継 ））にに おお いい てて 、、「「 現現 経経 営営 者者 がが 引引 退退 しし たた 場場 合合 もも 今今 のの 事事 業業 をを 継継 続続 ささ せせ てて いい
きき たた いい 」」 とと 回回 答答 しし たた 企企 業業 はは ７７ 割割 をを 超超 ええ るる がが 、、 事事 業業 承承 継継 にに 向向 けけ たた 準準 備備 がが 整整 っっ てて いい るる
とと 回回 答答 しし たた 企企 業業 はは 2277..11％％ にに 留留 まま っっ てて いい るる 。。   

・・ 事事 業業 承承 継継 のの 方方 法法 でで はは 、、「「 親親 族族 内内 承承 継継 」」（（ 7744..77％％ ）） がが 最最 もも 多多 くく 、、 そそ のの うう ちち 親親 族族 内内 でで のの
承承 継継 はは 「「 子子 供供 」」 がが 7755..22％％ でで 最最 もも 多多 かか っっ たた 。。   

【ポイント】 

○ 事業継続（承継）において、今の事業を継続させて、子供に承継したいと考える傾向が伺えます。 

○ 一方で、今の事業は現経営者限りでの廃業を考えていると回答した企業での売却や事業譲渡の検討余地に

ついては「良い相手先があれば検討の余地はある」（47.1％）が、4割を超えています。 

○ 事業承継について相談できる専門家については「いる」（69.4％）が「いない」（14.8％）を上回りました。 

○ 事業承継に関して必要と思われる施策や支援制度については「事業承継について学べるセミナー」や 

「事業承継支援に対する費用助成」と回答した企業が多くみられました。 

全産業(527製造業(222非製造業(3大企業(35)中堅企業(1中小企業(3市外本社企
～３０代 2.5 3.6 1.6 0.0 2.9 2.7 0.0
４０代 12.1 11.7 12.5 5.7 10.8 13.4 8.0
５０代 28.1 28.4 27.9 20.0 25.5 29.9 24.0
６０代 37.2 36.5 37.7 60.0 44.1 31.5 60.0
７０代 16.1 15.8 16.4 8.6 13.7 18.4 4.0
８０代以上 3.2 3.2 3.3 2.9 2.0 3.6 4.0
無回答 0.8 0.9 0.7 2.9 1.0 0.5 0.0

2.5 

3.6 

1.6 

0.0 

2.9 

2.7 

0.0 

12.1 

11.7 

12.5 

5.7 

10.8 

13.4 

8.0 

28.1 

28.4 

27.9 

20.0 

25.5 

29.9 

24.0 

37.2 

36.5 

37.7 

60.0 

44.1 

31.5 

60.0 

16.1 

15.8 

16.4 

8.6 

13.7 

18.4 

4.0 

3.2 

3.2 

3.3 

2.9 

2.0 

3.6 

4.0 

0.8 

0.9 

0.7 

2.9 

1.0 

0.5 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

～３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 ８０代以上 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

 

第 104 回横浜市景況・経営動向調査（平成 30 年 3 月実施）（特別調査） 

 

   
 
  
 
   
   

  
 

 
  
   
 

 

 

 

 

 

 

【特別調査の概要】 

 

 

 
 

 
 
 

経営者の年齢について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果の概要 

調査結果のまとめ 

【調査対象】市内企業・市内に事業所を置く企業 1,000 社（回収数：527 社、回収率：52.7％、特別調査有効回答数：527 社） 
【調査時期】平成 30 年 2月 5日～3月 2日（調査票回答及びヒアリング調査期間） 
（注）通常調査の結果概要（自社業況ＢＳＩ等）については、平成 30 年 3 月 27 日発表の内容をご参照ください。 

○ 経営者の年齢については、「６０代」（37.2％）が最も多く、次いで、「５０代」（28.1％）、「７０代」（16.1％）

「４０代」（12.1％）の順となっている。 

1．経営者の年齢について 
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43.3 

41.0 

44.9 

74.3 

51.0 

37.0 

60.0 

39.3 

43.2 

36.4 

17.1 

35.3 

43.8 

20.0 

14.4 

11.7 

16.4 

5.7 

11.8 

15.6 

20.0 

1.3 

2.3 

0.7 

0.0 

0.0 

1.9 

0.0 

1.7 

1.8 

1.6 

2.9 

2.0 

1.6 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

今後も成長が期待できる 成長は期待できないが現状維持は可能

事業を継続することはできるが、今のままでは縮小の見込み 事業継続が困難なほど、見通しは悪い

無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

72.5 

75.2 

70.5 

51.4 

68.6 

77.8 

40.0 

3.2 

3.6 

3.0 

0.0 

1.0 

4.4 

0.0 

14.6 

11.7 

16.7 

40.0 

19.6 

7.9 

56.0 

5.3 

4.1 

6.2 

5.7 

5.9 

5.5 

0.0 

4.4 

5.4 

3.6 

2.9 

4.9 

4.4 

4.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい 今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている

本社の意向（支社、支店、営業所に該当するため回答できない） その他

無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自社の事業の見通しについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆3-1 事業継続（承継）についての意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※廃業とは：資産状況にかかわらず、経営者が自主的に会社経営をやめること（債務超過などによる「倒産」とは異なる） 

 

事業継続（承継）についての意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．自社の事業の見通しについて 

○ 自社の事業見通しについては、「今後も成長が期待できる」（43.3％）が最も多く、「成長は期待できない

が現状維持は可能」（39.3％）の順になっている。 

○ 業種別にみると、製造業では「成長は期待できないが現状維持は可能」(43.2％)が「今後も成長が期待

できる」（41.0％）を上回っている。 

○ 規模別にみると、大企業は「今後も成長が期待できる」（74.3％）が７割を超えて最も多くなっている。

中小企業では「成長は期待できないが現状維持は可能」（43.8％）が「今後も成長が期待できる」（37.0％）

を上回った。 

3．事業継続（承継）について 

○ 事業継続（承継）についての考えは、「経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい」（72.5％）

が最も多く、７割を超えている。 

○ 業種別においても、「現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい」が、製造業で 75.2％、

非製造業で 70.5％とともに７割を超えている。 

○ 規模別でも、「現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい」が、大企業で 51.4％、中堅企

業で 68.6％、中小企業で 77.8％と最も多くなっている。 

○ 一方で「今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている」が、製造業で 3.6％、非製造業で 3.0％、

中堅企業で 1.0％、中小企業で 4.4％であり、中小企業でややその傾向が高い。 
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74.7 

73.2 

76.3 

0.0 

72.2 

75.4 

50.0 

21.0 

19.5 

22.5 

0.0 

22.2 

20.4 

50.0 

1.9 

3.7 

0.0 

0.0 

5.6 

1.4 

0.0 

2.5 

3.7 

1.3 

0.0 

0.0 

2.8 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(162)

製造業(82)

非製造業(80)

大企業(0)

中堅企業(18)

中小企業(142)

市外本社企業(2)

親族内承継 役員、従業員等への親族外承継 上記以外の第三者への承継（企業売却・事業譲渡等） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

72.5 

69.2 

76.6 

65.5 

70.4 

87.1 

82.4 

25.0 

3.2 

0.0 

4.7 

4.1 

3.1 

1.2 

5.9 

0.0 

14.6 

7.7 

4.7 

17.6 

19.4 

7.1 

5.9 

50.0 

5.3 

23.1 

6.3 

6.8 

4.6 

2.4 

0.0 

0.0 

4.4 

0.0 

7.8 

6.1 

2.6 

2.4 

5.9 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(527)

～３０代(13)

４０代(64)

５０代(148)

６０代(196)

７０代(85)

８０代以上(17)

無回答(4)

現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい 今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている

本社の意向（支社、支店、営業所に該当するため回答できない） その他

無回答

72.5 

78.9 

72.0 

65.8 

14.3 

22.2 

3.2 

0.4 

2.9 

6.6 

71.4 

0.0 

14.6 

13.6 

15.0 

18.4 

0.0 

11.1 

5.3 

3.9 

6.3 

6.6 

14.3 

0.0 

4.4 

3.1 

3.9 

2.6 

0.0 

66.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(527)

今後も成長が期待できる(228)

成長は期待できないが現状維持は可能

(207)

事業を継続することはできるが、今のままで

は縮小の見込み(76)

事業継続が困難なほど、見通しは悪い(7)

無回答(9)

現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい 今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている

本社の意向（支社、支店、営業所に該当するため回答できない） その他

無回答

 ◆3-2 年代や業績見通し別の事業継続（承継）についての意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

◆3-3 事業承継の方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業承継の方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事業承継の方法について、「親族内承継」（74.7％）が最も多く、次いで「役員、従業員等への親族外承

継」（21.0％）となっている。 

○ 業種別においても、製造業では「親族内承継」（73.2％）が最も多く、ついで「役員、従業員等への親

族外承継」（19.5％）となった。非製造業でも同様に「親族内承継」（76.3％）、「役員、従業員等への親

族外承継」（22.5％）の順になっている。 

○ 規模別でも、中堅企業では「親族内承継」（72.2％）、「役員、従業員等への親族外承継」（22.2％）の順

であり、中小企業でも「親族内承継」（75.4％）、「役員、従業員等への親族外承継」（20.4％）の順にな

っており、親族内承継が７割を超えている。 

○ 年代別では、全年代を通じて事業継続意欲は高く、７０代以上は８割を超えている。 

○ 事業継続意向を「2. 自社の事業見通しについて」の結果と合わせると、自社の業績見通しが悪いと認識

する経営者ほど「廃業」を選択する割合が高くなっており、「成長を期待できる」と応えた方の 78.9%が

事業継続をさせていきたいと思っているのに対し、「事業継続が困難なほど見通しが悪い」と答えた方の

事業継続希望は 14.3%と大幅に落ち込んでいる。 

業績見通し別 経営者年代別 
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1.7 

3.3 

0.0 

0.0 

0.0 

1.9 

0.0 

75.2 

78.3 

72.1 

0.0 

61.5 

76.6 

100.0 

8.3 

10.0 

6.6 

0.0 

7.7 

8.4 

0.0 

14.9 

8.3 

21.3 

0.0 

30.8 

13.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(121)

製造業(60)

非製造業(61)

大企業(0)

中堅企業(13)

中小企業(107)

市外本社企業(1)

配偶者 子供 その他親族 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

27.1 

30.2 

24.9 

25.7 

24.5 

28.2 

24.0 

35.7 

34.2 

36.7 

28.6 

35.3 

37.8 

16.0 

21.8 

20.7 

22.6 

17.1 

20.6 

23.8 

4.0 

15.4 

14.9 

15.7 

28.6 

19.6 

10.1 

56.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

はい 検討中・情報収集中 いいえ 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

◆3-4 親族内での事業承継の方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

親族内での事業承継の方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆3-5 事業承継に向けた準備、または廃業に向けた準備について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業承継に向けた準備、または廃業に向けた準備について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 親族内承継と回答した企業において事業承継の方法については、「子供」（75.2％）が最も多くなってい

る。 

○ 業種別においても、製造業では「子供」（78.3％）が最も多く、非製造業でも同様に「子供」（72.1％）

が最も多かった。 

○ 規模別でも、中堅企業では「子供」（61.5％）、中小企業でも「子供」（76.6％）が最も多かった。 

○ 市外本社企業では「子供」（100.0％）であった。 

○ 事業承継に向けた準備（経営状況等の把握、後継者育成、事業承継計画の策定など）、または廃業に向

けた準備については、「検討中・情報収集中」（35.7％）が「はい」（27.1％）、「いいえ」（21.8％）を上

回っている。 

○ 業種別においては、製造業では「検討中・情報収集中」（34.2％）が「はい」（30.2）、「いいえ」（20.7％）

を上回っているが、「はい」の割合が比較的高く事前準備の進捗がうかがえる。非製造業では「検討中・

情報収集中」（36.7％）が「はい」（24.9％）、「いいえ」（22.6％）を上回っている。 

○ 規模別では、大企業では「検討中・情報収集中」（28.6％）が「はい」（25.7％）、「いいえ」（17.1％）

を上回っている。中堅企業でも「検討中・情報収集中」（35.3％）が「はい」（24.5％）、「いいえ」（20.6％）

を上回っており、中小企業においても「検討中・情報収集中」（37.8％）が「はい」（28.2％）、「いいえ」

（23.8％）を上回っている。 

○ 市外本社企業では、「はい」（24.0％）が、「検討中・情報収集中」（16.0％）、「いいえ」（4.0％）を上回

っている。 
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69.4 

73.0 

66.9 

51.4 

61.8 

75.1 

44.0 

14.8 

11.7 

17.0 

14.3 

17.6 

15.1 

0.0 

15.7 

15.3 

16.1 

34.3 

20.6 

9.9 

56.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

いる いない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

　　

事業承継について

学べるセミナー

事業承継の悩み

に専門知識を有す

るスタッフが対応
する個別相談制

度

後継者（候補含

む）向けに知識の

習得や仲間づくり
を目的とした講座

事業承継支援に

対する費用助成

（※）

その他 無回答

全産業(527) 23.9 18.6 19.2 22.8 6.8 34.2

製造業(222) 24.3 17.1 21.6 25.7 7.2 32.9

非製造業(305) 23.6 19.7 17.4 20.7 6.6 35.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

全産業

製造業

非製造業

事業承継につい

て学べるセミナー

事業承継の悩み

に専門知識を有

するスタッフが対
応する個別相談

制度

後継者（候補含

む）向けに知識の

習得や仲間づくり
を目的とした講座

事業承継支援に

対する費用助成

（※）

その他 無回答

大企業(35) 28.6 8.6 14.3 14.3 5.7 42.9

中堅企業(102) 22.5 18.6 13.7 17.6 3.9 43.1

中小企業(365) 23.8 20.5 21.6 26.0 7.9 28.5

市外本社企業(25) 24.0 4.0 12.0 8.0 4.0 68.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

◆3-6 事業承継において相談できる専門家について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業承継において相談できる専門家について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆3-7 事業承継に関して必要と思われる施策や支援制度について 

 

 

 

 

 

 

 

事業承継に関して必要と思われる施策や支援制度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事業承継において相談できる専門家については「いる」（69.4％）が「いない」（14.8％）を大きく上回

っている。 

○ 業種別においては、製造業では「いる」（73.0％）が「いない」（11.7％）を大きく上回っている。非製

造業では「いる」（66.9％）が「いない」（17.0％）を大きく上回っている。 

○ 規模別では、大企業では「いる」（51.4％）が「いない」（14.3％）を大きく上回っている。中堅企業で

も「いる」（61.8％）が「いない」（17.6％）を大きく上回っている。中小企業においても「いる」（75.1％）

が「いない」（15.1％）を大きく上回っている。 

○ 事業承継に関して必要と思われる施策や支援制度については、「事業承継について学べるセミナー」 

（23.9％）が最も多く、次いで「事業承継支援に対する費用助成」（22.8％）、「後継者（候補含む）向け

に知識の習得や仲間づくりを目的とした講座」（19.2％）、「事業承継の悩みに専門知識を有するスタッフ

が対応する個別相談制度」（18.6％）の順になっている。 
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11.2 

13.1 

9.8 

2.9 

10.8 

12.9 

0.0 

50.1 

49.5 

50.5 

48.6 

49.0 

51.2 

40.0 

24.7 

25.2 

24.3 

22.9 

20.6 

26.8 

12.0 

14.0 

12.2 

15.4 

25.7 

19.6 

9.0 

48.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

知っている 知らない 聞いたことはあるが詳細は知らない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

全産業(527製造業(222非製造業(3大企業(35)中堅企業(1中小企業(3市外本社企
希望する 21.3 20.7 21.6 8.6 8.8 27.1 4.0

希望しない 62.8 64.9 61.3 65.7 70.6 61.4 48.0
無回答 15.9 14.4 17.0 25.7 20.6 11.5 48.0

21.3 

20.7 

21.6 

8.6 

8.8 

27.1 

4.0 

62.8 

64.9 

61.3 

65.7 

70.6 

61.4 

48.0 

15.9 

14.4 

17.0 

25.7 

20.6 

11.5 

48.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

希望する 希望しない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

◆3-8 横浜市経済局での事業承継支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市経済局での事業承継支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業承継支援に関する情報提供希望の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 横浜市経済局で事業承継支援として、セミナーや専門家による相談、事業承継にかかる費用の一部助成、

融資の保証料助成等を行っていることを知っているかについて、全産業でみると「知らない」（50.1％）

が最も多く、次いで「聞いたことはあるが詳細は知らない」（24.7％）となっており「知っている」（11.2％）

を大きく上回っている。 

○ 業種別においても、製造業では「知らない」（49.5％）が最も多く、「聞いたことはあるが詳細は知らな

い」（25.2％）、「知っている」（13.1％）の順で、非製造業でも「知らない」（50.5％）、「聞いたことは

あるが詳細は知らない」（24.3％）、「知っている」（9.8％）の順になっている。 

○ 規模別でも、大企業、中堅企業、中小企業において「知らない」が最も多く、次いで「聞いたことはあ

るが詳細は知らない」となっており、「知っている」を上回っている。 

○ 市外本社企業では、「知らない」（40.0％）、「聞いたことはあるが詳細は知らない」（12.0％）となって

おり、「知っている」とする市外本社企業は無かった。 

○ 事業承継支援に関する情報提供希望の有無については、大企業および中堅企業で約 9%だったのに対し

て、中小企業では 27.1%となっている。 
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全産業(527製造業(222非製造業(3大企業(35)中堅企業(1中小企業(3市外本社企
～３０代 2.5 3.6 1.6 0.0 2.9 2.7 0.0
４０代 12.1 11.7 12.5 5.7 10.8 13.4 8.0
５０代 28.1 28.4 27.9 20.0 25.5 29.9 24.0
６０代 37.2 36.5 37.7 60.0 44.1 31.5 60.0
７０代 16.1 15.8 16.4 8.6 13.7 18.4 4.0
８０代以上 3.2 3.2 3.3 2.9 2.0 3.6 4.0
無回答 0.8 0.9 0.7 2.9 1.0 0.5 0.0

2.5 

3.6 

1.6 

0.0 

2.9 

2.7 

0.0 

12.1 

11.7 

12.5 

5.7 

10.8 

13.4 

8.0 

28.1 

28.4 

27.9 

20.0 

25.5 

29.9 

24.0 

37.2 

36.5 

37.7 

60.0 

44.1 

31.5 

60.0 

16.1 

15.8 

16.4 

8.6 

13.7 

18.4 

4.0 

3.2 

3.2 

3.3 

2.9 

2.0 

3.6 

4.0 

0.8 

0.9 

0.7 

2.9 

1.0 

0.5 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

～３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 ８０代以上 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

全産業(527製造業(222非製造業(3大企業(35)中堅企業(1中小企業(3市外本社企
今後も成長が期待できる 43.3 41.0 44.9 74.3 51.0 37.0 60.0
成長は期待できないが現状維持は可能 39.3 43.2 36.4 17.1 35.3 43.8 20.0
事業を継続することはできるが、今のまま 14.4 11.7 16.4 5.7 11.8 15.6 20.0
事業継続が困難なほど、見通しは悪い 1.3 2.3 0.7 0.0 0.0 1.9 0.0
無回答 1.7 1.8 1.6 2.9 2.0 1.6 0.0

43.3 

41.0 

44.9 

74.3 

51.0 

37.0 

60.0 

39.3 

43.2 

36.4 

17.1 

35.3 

43.8 

20.0 

14.4 

11.7 

16.4 

5.7 

11.8 

15.6 

20.0 

1.3 

2.3 

0.7 

0.0 

0.0 

1.9 

0.0 

1.7 

1.8 

1.6 

2.9 

2.0 

1.6 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

今後も成長が期待できる 成長は期待できないが現状維持は可能

事業を継続することはできるが、今のままでは縮小の見込み 事業継続が困難なほど、見通しは悪い

無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

特別調査結果 

―事業承継の状況について― 

 
  
経営者の年齢について、全産業でみると「６０代」（37.2％）が最も多く、次いで「５０代」（28.1％）、「７０

代」（16.1％）の順になっている。 

業種別では、製造業は「６０代」（36.5％）が最も多く、非製造業でも「６０代」（37.7％）が最も多くなって

いる。 

規模別では、大企業は「６０代」（60.0％）が最も多く６割に達している。中堅企業も「６０代」（44.1％）が

最も多い。中小企業でも「６０代」（31.5％）が最も多く、さらに「７０代」（18.4％）、「８０代以上」（3.6％）

を合わせた「７０代以上」は 22.0％と規模別では最も多い。 

市外本社企業では「６０代」（60.0％）が最も多く、次いで「５０代」（24.0）％となっている。 

 

図表 1 経営者の年齢について 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   
     
 
  

自社の事業見通しについて、全産業でみると「今後も成長が期待できる」（43.3％）が最も多く、「成長は期

待できないが現状維持は可能」（39.3％）の順になっている。 

業種別にみると、製造業では「成長は期待できないが現状維持は可能」(43.2％)が「今後も成長が期待できる」

（41.0％）を上回っており、今後の成長へ若干の懸念があるようだ。非製造業では「今後も成長が期待できる」

（44.9％）が最も多く、「成長は期待できないが現状維持は可能」（36.4％）を上回った。 

規模別にみると、大企業は「今後も成長が期待できる」（74.3％）が７割を超えて最も多くなっている。中堅

企業は「今後も成長が期待できる」（51.0％）が最も多かったが、中小企業では「成長は期待できないが現状維

持は可能」（43.8％）が「今後も成長が期待できる」（37.0％）を上回り、今後の成長への不安がみられる。 

市外本社企業では「今後も成長が期待できる」（60.0％）が６割に達している。 
   

     図表 2 自社の事業の見通しについて（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．経営者の年齢について 

2．自社の事業の見通しについて 



11   

 

72.5 

75.2 

70.5 

51.4 

68.6 

77.8 

40.0 

3.2 

3.6 

3.0 

0.0 

1.0 

4.4 

0.0 

14.6 

11.7 

16.7 

40.0 

19.6 

7.9 

56.0 

5.3 

4.1 

6.2 

5.7 

5.9 

5.5 

0.0 

4.4 

5.4 

3.6 

2.9 

4.9 

4.4 

4.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい 今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている

本社の意向（支社、支店、営業所に該当するため回答できない） その他

無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

72.5 

69.2 

76.6 

65.5 

70.4 

87.1 

82.4 

25.0 

3.2 

0.0 

4.7 

4.1 

3.1 

1.2 

5.9 

0.0 

14.6 

7.7 

4.7 

17.6 

19.4 

7.1 

5.9 

50.0 

5.3 

23.1 

6.3 

6.8 

4.6 

2.4 

0.0 

0.0 

4.4 

0.0 

7.8 

6.1 

2.6 

2.4 

5.9 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(527)

～３０代(13)

４０代(64)

５０代(148)

６０代(196)

７０代(85)

８０代以上(17)

無回答(4)

現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい 今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている

本社の意向（支社、支店、営業所に該当するため回答できない） その他

無回答

72.5 

78.9 

72.0 

65.8 

14.3 

22.2 

3.2 

0.4 

2.9 

6.6 

71.4 

0.0 

14.6 

13.6 

15.0 

18.4 

0.0 

11.1 

5.3 

3.9 

6.3 

6.6 

14.3 

0.0 

4.4 

3.1 

3.9 

2.6 

0.0 

66.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(527)

今後も成長が期待できる(228)

成長は期待できないが現状維持は可能

(207)

事業を継続することはできるが、今のままで

は縮小の見込み(76)

事業継続が困難なほど、見通しは悪い(7)

無回答(9)

現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい 今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている

本社の意向（支社、支店、営業所に該当するため回答できない） その他

無回答

 

 

3-(1) 【事業継続（承継）についての意向】 

 

事業承継（承継）はどのように考えているか、全産業でみると「現経営者が引退した場合も今の事業を継続さ

せていきたい」（72.5％）が最も多く、７割を超えている。 

業種別においても、「現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい」が、製造業で 75.2％、非製

造業で 70.5％とともに７割を超えている。 

規模別でも、「現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい」が、大企業で 51.4％、中堅企業で

68.6％、中小企業で 77.8％といずれも最も多い。 

 市外本社企業では「本社の意向」（56.0％）が最も多かった。 

一方で「今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている」が、製造業で 3.6％、非製造業で 3.0％、中 

堅企業で 1.0％、中小企業で 4.4％と、中小企業でやや高い傾向がある。 

 
※廃業とは：資産状況にかかわらず、経営者が自主的に会社経営をやめること（債務超過などによる「倒産」とは異なる） 

 

  図表 3-(1) 事業継続（承継）についての意向（1つ選択）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-(2) 年代や業績見通し別の事業継続（承継）についての意向 

 

年代別では、全年代を通じて事業継続意欲は高く、７０代以上は８割を超えている。 

自社の事業見通し別に事業承継意向を見ると、見通しが悪くなるほど「事業を継続させていきたい」と答える

割合が低くなる傾向にあり、「今後も成長が期待できる」と答えた企業の継続意向が 78.9%であるのに対して、「縮

小の見込み」と答えた企業の継続意向は 65.8%と 13.1 ポイント下がる。さらに「事業継続が困難なほど見通し

が悪い」と答えた企業の継続意向は 14.3%と大幅に落ち込んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．事業継続（承継）について 

図表 3-(2)-b 業績見通し別 図表 3-(2)-a 経営者年代別 
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42.4 

49.1 

37.2 

0.0 

25.7 

50.0 

20.0 

56.3 

49.1 

61.9 

100.0 

72.9 

48.6 

80.0 

1.3 

1.8 

0.9 

0.0 

1.4 

1.4 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(382)

製造業(167)

非製造業(215)

大企業(18)

中堅企業(70)

中小企業(284)

市外本社企業(10)

決まっている 決まっていない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

74.7 

73.2 

76.3 

0.0 

72.2 

75.4 

50.0 

21.0 

19.5 

22.5 

0.0 

22.2 

20.4 

50.0 

1.9 

3.7 

0.0 

0.0 

5.6 

1.4 

0.0 

2.5 

3.7 

1.3 

0.0 

0.0 

2.8 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(162)

製造業(82)

非製造業(80)

大企業(0)

中堅企業(18)

中小企業(142)

市外本社企業(2)

親族内承継 役員、従業員等への親族外承継 上記以外の第三者への承継（企業売却・事業譲渡等） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

3-(3) 【事業を引き継ぐ相手（または候補者）について】 

 

  事業承継を引き継ぐ相手（または候補者）について、全産業でみると「決まっていない」（56.3％）が「決ま

っている」（42.4％）を上回っている。 

業種別においては、製造業では「決まっている」（49.1％）、「決まっていない」（49.1％）が同じ割合であった。  

非製造業では「決まっていない」（61.9％）が、「決まっている」（37.2％）を上回った。 

規模別では、大企業では全企業が「決まっていない」（100.0％）であった。中堅企業では「決まっていない」

（72.9％）が「決まっている」（25.7％）を大きく上回った。中小企業では「決まっている」（50.0％）が「決

まっていない」（48.6％）を上回った。 

市外本社企業では「決まっていない」（80.0％）が「決まっている」（20.0％）を大きく上回った。 

 

図表 3-(3) 事業継続（承継）についての考え（1つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-(4) 【事業承継の方法について】 

 

 現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたいと回答した企業においての事業承継の方法につい

て、全産業でみると「親族内承継」（74.7％）が最も多く、次いで「役員、従業員等への親族外承継」（21.0％）

となっている。 

業種別においても、製造業では「親族内承継」（73.2％）が最も多く、ついで「役員、従業員等への親族外承継」

（19.5％）となった。非製造業でも同様に「親族内承継」（76.3％）、「役員、従業員等への親族外承継」（22.5％）

の順になっている。 

規模別でも、中堅企業では「親族内承継」（72.2％）、「役員、従業員等への親族外承継」（22.2％）の順であり、

中小企業でも「親族内承継」（75.4％）、「役員、従業員等への親族外承継」（20.4％）の順になっており、親族内

承継が７割を超えている。 

市外本社企業では「親族内承継」、「役員、従業員等への親族外承継」がそれぞれ 50％であった。 

 

図表 3-(4) 事業承継の方法について 
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1.7 

3.3 

0.0 

0.0 

0.0 

1.9 

0.0 

75.2 

78.3 

72.1 

0.0 

61.5 

76.6 

100.0 

8.3 

10.0 

6.6 

0.0 

7.7 

8.4 

0.0 

14.9 

8.3 

21.3 

0.0 

30.8 

13.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(121)

製造業(60)

非製造業(61)

大企業(0)

中堅企業(13)

中小企業(107)

市外本社企業(1)

配偶者 子供 その他親族 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

81.3 

80.3 

82.3 

0.0 

76.5 

81.6 

100.0 

13.5 

11.8 

15.2 

0.0 

11.8 

14.0 

0.0 

5.2 

7.9 

2.5 

0.0 

11.8 

4.4 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(155)

製造業(76)

非製造業(79)

大企業(0)

中堅企業(17)

中小企業(136)

市外本社企業(2)

はい いいえ 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

3-(5) 【親族内での事業承継の方法について】 

 

 親族内承継と回答した企業における事業承継の方法について、全産業でみると「子供」（75.2％）が最も多く

なっている。 

業種別においても、製造業では「子供」（78.3％）が最も多く、非製造業でも同様に「子供」（72.1％）が最も

多かった。 

規模別でも、中堅企業では「子供」（61.5％）、中小企業でも「子供」（76.6％）が最も多かった。 

市外本社企業では「子供」（100.0％）であった。 

 

図表 3-(5) 親族内での事業承継の方法について 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

3-(6) 【後継者（または候補者）への事業承継の意思確認について】 

 

 後継者（または候補者）への事業承継の意思確認をしているかについて、全産業でみると「はい」（81.3％）

が「いいえ」（13.5％）を大きく上回っている。 

業種別においても、製造業では「はい」（80.3％）が「いいえ」（11.8％）を大きく上回り、非製造業でも同様

に「はい」（82.3％）が「いいえ」（15.2％）を大きく上回っている。 

規模別でも、中堅企業では「はい」（76.5％）が「いいえ」（11.8％）を上回り、中小企業でも「はい」（81.6％）

が「いいえ」（14.0％）を大きく上回っている。 

市外本社企業では「はい」（100.0％）であった。 

 

図表 3-(6) 後継者（または候補者）への事業承継の意思確認について 
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83.9 

82.9 

84.8 

0.0 

76.5 

85.3 

50.0 

2.6 

1.3 

3.8 

0.0 

5.9 

1.5 

50.0 

0.6 

0.0 

1.3 

0.0 

0.0 

0.7 

0.0 

11.6 

13.2 

10.1 

0.0 

17.6 

11.0 

0.0 

1.3 

2.6 

0.0 

0.0 

0.0 

1.5 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(155)

製造業(76)

非製造業(79)

大企業(0)

中堅企業(17)

中小企業(136)

市外本社企業(2)

自社の役員・従業員として働いている 関係会社の役員・従業員として働いている

取引先の役員・従業員 その他

無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 3-(7) 【後継者（または候補者）の現在の状況について】 

 

 後継者（または候補者）の現在の状況について、全産業でみると「自社の役員・従業員として働いている」

（83.9％）が最も多く、８割を超えている。 

業種別においても、製造業では「自社の役員・従業員として働いている」（82.9％）が最も多く、非製造業で

も同様に「自社の役員・従業員として働いている」（84.8％）が最も多かった。 

規模別でも、中堅企業では「自社の役員・従業員として働いている」（76.5％）が最も多く、中小企業でも「自

社の役員・従業員として働いている」（85.3％）が最も多かった。 

市外本社企業では「自社の役員・従業員として働いている」と「関係会社の役員・従業員として働いている」

がそれぞれ 50％であった。 

 

図表 3-(7) 後継者（または候補者）への事業承継の意思確認について 
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当初から自

分の代でや

めようと思っ
ていた

事業に将来

性がなく、継

続が見込め
ない

子供に継ぐ

意思がない

子供がいな

い

適当な後継

者が見つか

らない

地域に発展

性がない

若い従業員

の確保が困

難

その他 無回答

全産業(17) 17.6 41.2 11.8 0.0 29.4 0.0 5.9 0.0 11.8

製造業(8) 0.0 37.5 12.5 0.0 25.0 0.0 12.5 0.0 25.0

非製造業(9) 33.3 44.4 11.1 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

当初から自

分の代でや

めようと
思っていた

事業に将来

性がなく、

継続が見込
めない

子供に継ぐ

意思がない

子供がいな

い

適当な後継

者が見つか

らない

地域に発展

性がない

若い従業員

の確保が困

難

その他 無回答

大企業(0) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中堅企業(1) 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中小企業(16) 18.8 37.5 12.5 0.0 31.3 0.0 6.3 0.0 12.5

市外本社企業(0) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

3-(8) 【廃業理由について】 

 

 廃業理由について、全産業でみると「事業に将来性がなく、継続が見込めない」（41.2％）が最も多く、次い

で「適当な後継者が見つからない」（29.4％）であった。 

業種別においては、製造業では「事業に将来性がなく、継続が見込めない」（37.5％）、「適当な後継者が見つ

からない」（25.0％）の順で、非製造業でも「事業に将来性がなく、継続が見込めない」（44.4％）が最も多かっ

たが、次いで「適当な後継者が見つからない」と「当初から自分の代でやめようと思っていた」がそれぞれ 33.3％

であった。 

規模別では、中堅企業では「事業に将来性がなく、継続が見込めない」（100.0％）の回答のみで、中小企業で

は「事業に将来性がなく、継続が見込めない」（37.5％）が最も多く、次いで「適当な後継者が見つからない」

（31.3％）であった。 

 

図表 3-(8) 廃業理由について 
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47.1 

37.5 

55.6 

0.0 

100.0 

43.8 

0.0 

47.1 

50.0 

44.4 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

5.9 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

6.3 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(17)

製造業(8)

非製造業(9)

大企業(0)

中堅企業(1)

中小企業(16)

市外本社企業(0)

良い相手先があれば検討の余地はある 全く考えていない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

27.1 

30.2 

24.9 

25.7 

24.5 

28.2 

24.0 

35.7 

34.2 

36.7 

28.6 

35.3 

37.8 

16.0 

21.8 

20.7 

22.6 

17.1 

20.6 

23.8 

4.0 

15.4 

14.9 

15.7 

28.6 

19.6 

10.1 

56.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

はい 検討中・情報収集中 いいえ 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

3-(9) 【売却や事業譲渡の検討余地について】 

 

 事業の売却や事業譲渡の検討余地について、全産業でみると「良い相手先があれば検討の余地はある」（47.1％）

と、「全く考えていない」（47.1％）が同じ割合で最も多かった。 

業種別においては、製造業では「全く考えていない」（50.0％）が「良い相手先があれば検討の余地はある」

（37.5％）を上回った。対して非製造業では「良い相手先があれば検討の余地はある」（55.6％）が「全く考え

ていない」（44.4％）を上回っている。 

規模別では、中堅企業では「良い相手先があれば検討の余地はある」（100.0％）の回答のみで、中小企業では

「全く考えていない」（50.0％）が、「良い相手先があれば検討の余地はある」（43.8％）を上回った。 

 

図表 3-(9) 売却や事業譲渡の検討余地について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-(10) 【事業承継に向けた準備、または廃業に向けた準備について】 

 

 事業承継に向けた準備（経営状況等の把握、後継者育成、事業承継計画の策定など）、または廃業に向けた準

備について、全産業でみると「検討中・情報収集中」（35.7％）が「はい」（27.1％）、「いいえ」（21.8％）を上

回っている。 

業種別においては、製造業では「検討中・情報収集中」（34.2％）が「はい」（30.2％）、「いいえ」（20.7％）

を上回っているが、「はい」の割合が比較的高く事前準備の進捗がうかがえる。非製造業では「検討中・情報収

集中」（36.7％）が「はい」（24.9％）、「いいえ」（22.6％）を上回っている。 

規模別では、大企業では「検討中・情報収集中」（28.6％）が「はい」（25.7％）、「いいえ」（17.1％）を上回

っている。中堅企業でも「検討中・情報収集中」（35.3％）が「はい」（24.5％）、「いいえ」（20.6％）を上回っ

ており、中小企業においても「検討中・情報収集中」（37.8％）が「はい」（28.2％）、「いいえ」（23.8％）を上

回っている。 

 市外本社企業では、「はい」（24.0％）が、「検討中・情報収集中」（16.0％）、「いいえ」（4.0％）を上回ってい

る。 

 

図表 3-(10) 事業承継に向けた準備、または廃業に向けた準備について 
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69.4 

73.0 

66.9 

51.4 

61.8 

75.1 

44.0 

14.8 

11.7 

17.0 

14.3 

17.6 

15.1 

0.0 

15.7 

15.3 

16.1 

34.3 

20.6 

9.9 

56.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

いる いない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

3-(11) 【事業承継において相談できる専門家について】 

 

 事業承継において相談できる専門家について、全産業でみると「いる」（69.4％）が「いない」（14.8％）を大

きく上回っている。 

業種別においては、製造業では「いる」（73.0％）が「いない」（11.7％）を大きく上回っている。非製造業で

は「いる」（66.9％）が「いない」（17.0％）を大きく上回っている。 

規模別では、大企業では「いる」（51.4％）が「いない」（14.3％）を大きく上回っている。中堅企業でも「い

る」（61.8％）が「いない」（17.6％）を大きく上回っている。中小企業においても「いる」（75.1％）が「いな

い」（15.1％）を大きく上回っている。 

 市外本社企業では、「いる」（44.0％）、「無回答」（56.0％）であった。 

 

図表 3-(11) 事業承継において相談できる専門家について 
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弁護士 税理士 公認会計士 金融機関
公的機関の相

談窓口
その他 無回答

全産業(366) 19.7 38.8 17.5 18.6 2.2 13.1 33.6

製造業(162) 16.7 37.0 20.4 19.1 1.2 14.2 32.7

非製造業(204) 22.1 40.2 15.2 18.1 2.9 12.3 34.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

全産業

製造業

非製造業

弁護士 税理士 公認会計士 金融機関
公的機関の相談

窓口
その他 無回答

大企業(18) 44.4 33.3 55.6 27.8 5.6 22.2 16.7

中堅企業(63) 25.4 36.5 19.0 22.2 1.6 14.3 31.7

中小企業(274) 16.1 40.5 14.6 16.8 2.2 12.0 34.7

市外本社企業(11) 36.4 18.2 18.2 27.3 0.0 18.2 45.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

3-(12) 【事業承継で相談する専門家の職種について】 

 

事業承継で相談する専門家の職種について、全産業でみると「税理士」（38.8％）が最も多く、次いで「弁護

士」（19.7％）、「金融機関」（18.6％）、「公認会計士」（17.5％）の順になっている。 

業種別においては、製造業では「税理士」（37.0％）が最も多く、「公認会計士」（20.4％）、「金融機関」（19.1％）、

「弁護士」（16.7％）となっている。非製造業でも「税理士」（40.2％）が最も多く、「弁護士」（22.1％）、「金融  

機関」（18.1％）、「公認会計士」（15.2％）の順になっている。 

規模別では、大企業では「公認会計士」（55.6％）が最も多く、次いで「弁護士」（44.4％）、「税理士」（33.3％）、

「金融機関」（27.8％）となっている。中堅企業では「税理士」（36.5％）が最も多く、「弁護士」（25.4％）、「金   

融機関」（22.2％）、「公認会計士」（19.0％）の順で、中小企業においても「税理士」（40.5％）が最も多く、「金

融機機関」（16.8％）、「弁護士」（16.1％）、「公認会計士」（14.6％）となっている。 

市外本社企業では、「弁護士」（36.4％）が最も多く、次いで「金融機関」（27.3％）で、「公認会計士」、「税

理士」がそれぞれ 18.2％と続いた。 

 

図表 3-(12) 事業承継で相談する専門家の職種について 
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事業承継につい

て学べるセミナー

事業承継の悩み

に専門知識を有

するスタッフが対
応する個別相談

制度

後継者（候補含

む）向けに知識の

習得や仲間づくり
を目的とした講座

事業承継支援に

対する費用助成

（※）

その他 無回答

大企業(35) 28.6 8.6 14.3 14.3 5.7 42.9

中堅企業(102) 22.5 18.6 13.7 17.6 3.9 43.1

中小企業(365) 23.8 20.5 21.6 26.0 7.9 28.5

市外本社企業(25) 24.0 4.0 12.0 8.0 4.0 68.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

　　

事業承継について

学べるセミナー

事業承継の悩み

に専門知識を有す

るスタッフが対応
する個別相談制

度

後継者（候補含

む）向けに知識の

習得や仲間づくり
を目的とした講座

事業承継支援に

対する費用助成

（※）

その他 無回答

全産業(527) 23.9 18.6 19.2 22.8 6.8 34.2

製造業(222) 24.3 17.1 21.6 25.7 7.2 32.9

非製造業(305) 23.6 19.7 17.4 20.7 6.6 35.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

全産業

製造業

非製造業

3-(13) 【事業承継に関して必要と思われる施策や支援制度について】 

 

事業承継に関して必要と思われる施策や支援制度について、全産業では「事業承継について学べるセミナー」 

（23.9％）が最も多く、次いで「事業承継支援に対する費用助成」（22.8％）、「後継者（候補含む）向けに知識

の習得や仲間づくりを目的とした講座」（19.2％）、「事業承継の悩みに専門知識を有するスタッフが対応する個

別相談制度」（18.6％）の順になっている。 

業種別においては、製造業は「事業承継支援に対する費用助成」（25.7％）が最も多く、「事業承継について 

学べるセミナー」（24.3％）、「後継者（候補含む）向けに知識の習得や仲間づくりを目的とした講座」（21.6％）

の順で多く、非製造業では「事業承継について学べるセミナー」（23.6％）、「事業承継支援に対する費用助成」 

（20.7％）、「事業承継の悩みに専門知識を有するスタッフが対応する個別相談制度」（19.7％）の順になってい

る。 

規模別にみると、大企業では「事業承継について学べるセミナー」（28.6％）が最も多く、次いで「後継者

（候補含む）向けに知識の習得や仲間づくりを目的とした講座」(14.3％)、「事業承継支援に対する費用助成」

（14.3％）が同じ割合となっている。中堅企業では、「事業承継について学べるセミナー」（22.5％）、「事業承継 

 の悩みに専門知識を有するスタッフが対応する個別相談制度」（18.6％）、「事業承継支援に対する費用助成」

（17.6％）の順になっており、中小企業では、「事業承継支援に対する費用助成」（26.0％）、「事業承継について 

 学べるセミナー」（23.8％）、「後継者（候補含む）向けに知識の習得や仲間づくりを目的とした講座」（21.6％） 

の順に多くなっている。 

市外本社企業においては「事業承継について学べるセミナー」(24.0％)が最も多く、次いで「後継者（候補

含む）向けに知識の習得や仲間づくりを目的とした講座」（12.0％）となっている。 

 

図表 3-(13) 事業承継に関して必要と思われる施策や支援制度について（複数選択） 
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11.2 

13.1 
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12.9 

0.0 

50.1 

49.5 

50.5 

48.6 

49.0 

51.2 

40.0 

24.7 

25.2 

24.3 

22.9 

20.6 

26.8 

12.0 

14.0 

12.2 

15.4 

25.7 

19.6 

9.0 

48.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

知っている 知らない 聞いたことはあるが詳細は知らない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

21.3 

20.7 

21.6 

8.6 

8.8 

27.1 

4.0 

62.8 

64.9 

61.3 

65.7 

70.6 

61.4 

48.0 

15.9 

14.4 

17.0 

25.7 

20.6 

11.5 

48.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(527)

製造業(222)

非製造業(305)

大企業(35)

中堅企業(102)

中小企業(365)

市外本社企業(25)

希望する 希望しない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

3-(14) 【横浜市経済局での事業承継支援について】 

 

   横浜市経済局が事業承継支援として、セミナーや専門家による相談、事業承継にかかる費用の一部助成、融

資の保証料助成等を行っていることを知っているかについて、全産業でみると「知らない」（50.1％）が最も多

く、次いで「聞いたことはあるが詳細は知らない」（24.7％）となっており「知っている」（11.2％）を大きく

上回っている。 

業種別においても、製造業では「知らない」（49.5％）が最も多く、「聞いたことはあるが詳細は知らない」

（25.2％）、「知っている」（13.1％）の順で、非製造業でも「知らない」（50.5％）、「聞いたことはあるが詳細は  

知らない」（24.3％）、「知っている」（9.8％）の順となっている。 

規模別でも、大企業、中堅企業、中小企業において「知らない」が最も多く、次いで「聞いたことはあるが 

詳細は知らない」となっており、「知っている」を大きく上回っている。 

市外本社企業では、「知らない」（40.0％）、「聞いたことはあるが詳細は知らない」（12.0％）となっており、

「知っている」とする市外本社企業は無かった。 

   

図表 3-(14) 横浜市経済局での事業承継支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-(15) 【横浜市経済局における事業承継支援に関する情報提供について】 

 

 横浜市経済局における事業承継支援に関する情報提供を希望するかについて、全産業でみると「希望しない」 

（62.8％）、「希望する」（21.3％）であった。 

業種別では、製造業では「希望しない」（64.9％）、「希望する」（20.7％）となっており、非製造業では「希望 

しない」（61.3％）、「希望する」（21.6％）となった。 

規模別では、大企業では「希望しない」（65.7％）、「希望する」（8.6％）であり、中堅企業では「希望しない」

（70.6％）、「希望する」（8.8％）、中小企業では「希望する」（27.1％）が他と比較すると多かった。 

市外本社企業では、「希望しない」（48.0％）、「希望する」（4.0％）となった。 

 

図表 3-(15) 横浜市経済局における事業承継支援に関する情報提供について 
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→Ｑ１０へ 

 

～事業承継の状況について～ 
 

Ｑ１．経営者の年齢を教えてください。（１つに○） 

 

 

Ｑ２．自社の事業の見通しについてお答えください。（１つに〇） 

 

 

 

 

Ｑ３．事業継続（承継）に関して該当するものに〇をしてください。（１つに〇） 

 

 

 

 

※廃業とは 

資産状況にかかわらず、経営者が自主的に会社経営をやめること（債務超過などによる「倒産」とは異なる） 

 

（Ｑ３で１に〇をつけた方はお答えください） 

Ｑ４．事業を引き継ぐ相手（または候補者）は決まっていますか。（１つに〇） 

 

 

 

Ｑ５．事業承継の方法は以下のどれに該当しますか。（１つに〇） 

 

 

 
 

 

（Ｑ５で１または２に〇をつけた方はお答えください） 

Ｑ６．後継者（または候補者）に将来会社を託すことを明確に伝え、後継者として事業を引き継ぐ意思を

確認していますか。（１つに〇） 

 

 
 
 

Ｑ７．後継者（または候補者）の現在の状況を教えてください。（１つに〇） 

 

 

 

 

（Ｑ３で「２．今の事業は現経営者限りでの廃業を考えている」に○をつけた方はお答えください） 

Ｑ８．廃業理由を教えてください（複数回答可） 

 

 

 

 

１．決まっている →Ｑ５へ  ２．決まっていない →Ｑ１０へ 

１．現経営者が引退した場合も今の事業を継続させていきたい →Ｑ４へ 

２．今の事業は現経営者限りでの廃業（※）を考えている →Ｑ８へ 

３．本社の意向（支社、支店、営業所に該当するため回答できない） →終了 

４．その他（       ） →Ｑ１０へ 

１．親族内承継（該当に〇 ａ．配偶者  ｂ．子供  ｃ．その他親族） →Ｑ６へ 

２．役員、従業員等への親族外承継 →Ｑ６へ 

３．上記以外の第三者への承継（企業売却・事業譲渡等） →Ｑ１０へ 

１．～３０代  ２．４０代   ３．５０代  ４．６０代  ５．７０代 ６．８０代以上 

１．当初から自分の代でやめようと思っていた   ２．事業に将来性がなく、継続が見込めない 

３．子供に継ぐ意思がない ４．子供がいない ５．適当な後継者が見つからない 

６．地域に発展性がない  ７．若い従業員の確保が困難 

８．その他（                 ） 

１．はい    ２．いいえ 

１．自社の役員・従業員として働いている ２．関係会社の役員・従業員として働いている 

３．取引先の役員・従業員  ４．その他（                  ） 

１．今後も成長が期待できる   ２．成長は期待できないが現状維持は可能 

３．事業を継続することはできるが、今のままでは縮小の見込み 

４．事業継続が困難なほど、見通しは悪い 
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（Ｑ３で「２．今の事業は現経営者限りでの廃業を考えている」に○をつけた方はお答えください） 

Ｑ９．企業の売却や事業譲渡の検討余地はありますか。（１つに〇） 

 

 

 

（全ての方がお答えください） 

Ｑ１０．事業承継に向けた準備（※）または廃業に向けた準備は整っていますか。（１つに〇） 

※経営状況等の把握（見える化）、後継者育成、事業承継計画の策定など 

 

 

 

Ｑ１１．現在、事業承継について相談できる専門家はいますか。（１つに〇） 

 

 

 

 

 

Ｑ１２. 事業承継に関して必要と思われる施策や支援制度に〇をしてください。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１３．横浜市経済局で事業承継支援として、セミナーや専門家による相談、事業承継にかかる費用

の一部助成、融資の保証料助成等を行っていることを知っていますか。（１つに〇） 

 

 

 

Ｑ１４．横浜市経済局における事業承継支援に関する情報提供を希望しますか。（１つに〇） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― ご協力ありがとうございました － 

■事業承継に関する相談はこちら 

ワンストップ経営相談窓口（（公財）横浜企業経営支援財団内） 

電話 ０４５－２２５－３７１１ 

■事業承継に関する事業や助成金に関するお問い合わせ先 
横浜市経済局 経営・創業支援課 

電話 ０４５－６７１－３８２８ 

■融資（事業承継資金）に関するお問合せ先 

横浜市経済局 金融課金融係 

電話 ０４５－６７１－２５９２ 

１．いる（下記該当に〇） 

弁護士・税理士・公認会計士・金融機関・公的機関の相談窓口・その他（         ） 

２．いない 

１．知っている      ２．知らない   ３．聞いたことはあるが詳細は知らない 

１．希望する    ２．希望しない   

１．はい  ２．検討中・情報収集中  ３．いいえ 

１．良い相手先があれば検討の余地はある  ２．全く考えていない 

１．事業承継について学べるセミナー 

２．事業承継の悩みに専門知識を有するスタッフが対応する個別相談制度 

３．後継者（候補含む）向けに知識の習得や仲間づくりを目的とした講座 

４．事業承継支援に対する費用助成（※） 

※事業承継の戦略策定支援や事業譲渡（Ｍ＆Ａ）の仲介・マッチング登録、融資保証料など 

５．その他（                ） 
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